
様式第１号              （表） 

 

千葉市木造住宅耐震改修費補助金交付申請書 

［設計費］ 

 

平成  年  月  日 

 

（あて先）千葉市長 

 

申請者住所     区 

 

氏      名    ○印   

連絡先電話番号      

連絡先電子ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ   @   

 

 

木造住宅の耐震改修に係る設計費に対する補助金の交付を受けたいので、千葉市耐震改

修費補助金交付要綱第４条の規定により、下記のとおり申請します。 

記 

１ 補助事業の目的及び内容 

   千葉市耐震改修費補助事業要綱第２条に定める耐震改修に係る設計 

２ 補助対象住宅 

所在地（地番）       区 

建築年月日 昭和  年  月  日 階  数       階 

延べ面積           ㎡ 構造評点       点 

３ 交付申請額（＊）  

金 

十万 万 千 百 十 円 

 

 

 

 

 

 
０ ０ ０ 

４ 交付申請額の算出の基礎 

（１）補助対象経費（見積額）                   円 （Ａ） 

（２）補助額の算定 

ア 補助基本額        Ａ×１／３＝          円 （Ｂ） 

  イ 限度額                   １００，０００円 （Ｃ） 

  ウ 補助額 Ｂ又はＣのいずれか低い額             円  ＊ 

                                          （交付申請額は、千円未満を切り捨てる） 

 

（裏面に続く） 

捨印 



（裏） 

５ 構造評点を算出した耐震診断法及び実施年度（該当する□にレ印を付けること） 

□ 一般診断法 （平成  年度） 

□ 精密診断法 （平成  年度） 

６ 設計者 

（１）氏名            

（２）区分 □ 千葉市木造住宅耐震診断士 登録番号     号 

□ 当初設計者 耐震診断講習会受講日 平成  年  月  日 

７ 事業期間（予定） 

（１）着手 平成  年  月  日 

（２）完了 平成  年  月  日 

８ 公共事業区域（該当する□にレ印を付けること） 

 □ 公共事業の区域内［ 計画区域内・事業実施区域内 ］ 

□ 土地区画整理事業 

□ 密集住宅市街地環境整備事業 

    □ その他＝ 

 □ 公共事業の区域外 

 

（添付書類） 

１ 耐震診断に対する補助を受けた場合 

（同一年度の申請では、（３）及び（４）の書類は必要なし） 

（１）設計に要する費用の見積書又はその写し 

（２）所得証明書 

（３）住民票、又は外国人登録原票記載事項証明書 

（４）市民税、固定資産税、都市計画税納税証明書 

（＊）個人情報確認同意書（様式第２１号） 

※（２）から（４）の書類は、（＊）の提出により省略できる。 

２ 耐震診断に対する補助を受けなかった場合 

（１）住宅の登記事項証明書 

（２）木造住宅耐震診断報告書の写し（財団法人日本建築防災協会発行の「木造住宅の耐震診断と

補強方法」に適合しているものに限る） 

（３）前項１の（１）から（４）の書類 

３ 共有の場合 

（１）委任状 

４ 設計する者が千葉市木造住宅耐震診断士でなく、補助対象住宅の当初設計者である

場合 

（１）当初設計者であることを証する書類（契約書の写し又は補助事業者が発行した証明書） 

（２）耐震診断講習会修了証の写し 

捨印 


